
合 計 3,923,697 2,975,434 948,263

什器備品 3,438,747 2,494,042 944,705

商標権 484,950 481,392 3,558

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高(直接法により減価償却を行っている場合)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円)

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

小 計 295,000,000 (0) (295,000,000) (0)

合 計 1,345,187,970 (0) (1,345,187,970) (0)

特定資産

公演準備積立金 295,000,000 (0) (295,000,000) (0)

基本財産定期預金 616,269,435 (0) (616,269,435) (0)

小 計 1,050,187,970 (0) (1,050,187,970) (0)

基本財産

基本財産投資有価証券 433,918,535 (0) (433,918,535) (0)

３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円)

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

小 計 140,000,000 155,000,000 0 295,000,000

合 計 1,190,443,993 380,000,000 225,256,023 1,345,187,970

特定資産

公演準備積立金 140,000,000 155,000,000 0 295,000,000

基本財産定期預金 841,269,435 0 225,000,000 616,269,435

小 計 1,050,443,993 225,000,000 225,256,023 1,050,187,970

基本財産

基本財産投資有価証券 209,174,558 225,000,000 256,023 433,918,535

２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円)

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

(4) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)によっている。

(3) 固定資産の減価償却の方法

１．有形固定資産・・・定率法

２．無形固定資産・・・定額法

財務諸表に対する注記

1.重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。



長野県

松本市

文化庁
（松本市）

松本市芸術
文化振興財団

諏訪市

長野市

日本芸術文化
振興会

合 計 0 300,347,000 300,347,000 0

芸術文化振興基金
助成金

0 5,068,000 5,068,000 0

スクリーンコンサー
ト共催負担金 0 547,000 547,000 0

スクリーンコンサー
ト共催負担金 0 632,000 632,000 0

子どものための
オペラ共催負担金 0 6,500,000 6,500,000 0

文化芸術による地域
活性化・国際発信推
進事業補助金

0 57,600,000 57,600,000 0

OMF松本共催負担金 0 130,000,000 130,000,000 0

OMF松本共催負担金 0 100,000,000 100,000,000 0

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

５.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高


